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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認長野地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 2 件



 

長野厚生年金 事案 1280 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平

成４年３月を 53万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、平成４年３月の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 10月から４年３月まで 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額がそれ以前の

標準報酬月額よりも低い額で記録されている。申立期間当時は、Ａ社及び

Ｂ社（Ａ社の関連会社）から報酬を得ており、両社の報酬を合わせると 70

万円以上であった。 

両社の給与明細書を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保

険料給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  申立人が所持する申立期間前後の給与明細書によると、申立人は、Ａ社及

び同社の関連会社であるＢ社からそれぞれ給与が支払われており、Ａ社の給

与から上記２社の給与合算額に見合う標準報酬月額（当時の最高等級 53 万

円）に基づく厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成４年３月について、オンライン記録では申立

人の標準報酬月額は 50 万円とされているが、申立人が所持する上記２社の給

与明細書によると、申立人がＡ社の給与から控除されている厚生年金保険料

  



は、上記２社の給与合算額（78 万 9,600 円）に見合う標準報酬月額（当時の

最高等級 53 万円）に基づく額（３万 8,425 円）であることが確認できること

から、当該期間においても申立期間前後の期間と同様の取扱いをしたことが

認められる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社の給与明細書にお

いて確認できる厚生年金保険料控除額から、53 万円とすることが妥当である

 なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該期間に係る届出について誤りがあったことを認めて

いることから、社会保険事務所（当時）は、当該期間に係る上記訂正後の標

準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成２年 10 月から４年２月までの期間について、

申立人が所持するＡ社の給与明細書によると、申立人の当該期間に係る厚生

年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一

致していることが確認できることから、特例法による保険給付の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 

。 

  



長野厚生年金 事案 1281 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月１日から同年 10月１日まで 

 申立期間の厚生年金保険の記録が空白になっているが、Ａ社Ｂ営業所が

Ｃ社に変わっただけで、同じ場所で継続して勤務していたので、申立期間

について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ社から提出された人事記録から判断すると、申立人は、Ａ社及び同社の

関連会社であるＣ社に継続して勤務し(昭和 40 年 10 月１日にＡ社からＣ社

に異動)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社における昭和 40 年８月の

社会保険事務所(当時)の記録から、２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は保険料を納付したか否か不明としているが、申立人と同時期

にＡ社からＣ社に異動した同僚数十名に同様な被保険者期間の欠落が見られ

ることから、事業主の届出誤りが推測され、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

長野国民年金 事案 924 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年４月から 53 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年９月まで 

 申立期間について、父が私の国民年金加入手続を行い、国民年金保険料

を納付してくれていた。 

父から、「国民年金に加入した。保険料はうちで払っている。」と言わ

れたことを覚えており、申立期間の国民年金保険料が未納となっているこ

とは納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父が国民年金加入手続を行い、国民年金保険料を納付

していたと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿及び特殊台帳によ

ると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 53 年７月頃にＡ市で適用漏れに

よる一括適用者として払い出されたものと推認でき、それ以前に、申立人に

対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び保険料の納付に直

接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の父親は既に亡くなってい

ることから、当時の状況は不明である。 

さらに、昭和 53 年７月頃の払出時点において、申立期間の国民年金保険料

は過年度納付及び現年度納付が可能であるものの、申立人は過年度納付等に

より申立期間の保険料をまとめて納付した記憶は無いと述べている。 

加えて、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

長野国民年金 事案 925 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年６月及び同年７月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年６月及び同年７月 

  昭和 60 年５月に結婚してＡ市に転居し、国民年金に加入した。申立期間

の国民年金保険料をＡ市役所の窓口で１か月分ずつ２回納付したはずであ

る。 

  申立期間が未加入期間とされていることは納得できない。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号管理簿及び年金手帳受払簿によると、申立人の国民

年金手帳記号番号は、昭和 61 年４月５日にＡ市へ一括払い出されたうちの

一つであることが確認できるところ、オンライン記録によると、申立人は、

同年９月 18 日に厚生年金保険の被保険者資格喪失日である同年８月 21 日に

遡って、初めて国民年金の第３号被保険者資格を取得したことが確認でき、

このほか別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

は見当たらないことから、申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金

保険料を納付することはできない。 

また、申立人が所持する年金手帳の「初めて（国民年金の）被保険者とな

った日」は、昭和 61 年８月 21 日と記入されており、申立期間の記録は無い。

さらに、申立人は、加入手続時において、申立期間の前に勤務していたＢ

社においてもらったとする上記の年金手帳をＡ市国保年金課の窓口に提出し

たと主張しているが、当該手帳における申立人の婚姻（60 年５月＊日）によ

る氏名変更は、申立期間の終期に当たり、かつＣ社における厚生年金保険被

保険者期間中である 60 年７月 30 日に、Ｄ社会保険事務所（当時）において

記録されていることが確認できることから、申立人が当該手帳をＡ市国保年

金課の窓口に提出したとは考え難い。 

加えて、申立人は、国民年金と国民健康保険に同時に加入したと主張して

いるところ、申立人から提出された預金通帳によると、昭和 60 年７月につい

ては、Ｃ社における厚生年金保険の被保険者期間であることから、当該月の

国民健康保険税分と推測される金額が還付されている一方、国民年金保険料

 



 

が還付された状況は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。  

 


